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（公財）若狭湾エネルギー研究センターの施設紹介

・若狭湾エネルギー研究センター（通称：エネ研）は福井県敦賀市に立地
⇒北陸自動車道、舞鶴・若狭自動車道の整備により、関西・中京圏からのアクセスが便利
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１．研究開発

①加速器[高エネルギーイオンビーム]利用研究
●粒子線がん治療 ●イオンビーム育種 ●材料改質・分析 ●放射線耐性研究[原子力・宇宙材料]

②エネルギー開発研究
●レーザー利用技術開発 ●エネルギー有効利用研究 ●原子力関連先端技術開発

２．産業支援

①技術・研究支援

●技術支援 ●研究者・技術者との交流 ●公募型研究資金による研究開発

②新事業創出・育成支援

●新事業創出支援(今回説明する補助金制度) ●科学技術支援[科学機器利用・技術相談]

３．原子力人材育成[福井県国際原子力人材育成センター]
国内外の原子力人材育成

（公財）若狭湾エネルギー研究センターの事業概要
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補助金による県内企業の新技術・新製品の開発支援

１．若狭湾エネルギー研究センターの補助金制度
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事 業 規 模

シーズ・ニーズ
発掘

事業可能性
調査

技術開発研究 事業化研究

市場開発
販路開拓

特許化
商品化

新産業創出シーズ発掘
事業補助金

嶺南地域新産業創出モデル
事業補助金

エネルギー研究
成果等販路開拓
支援事業補助金

事業
拡大

ステップアップ

ステップアップ



（１）新産業創出シーズ発掘事業補助金

対象分野

対象事業

対象者

補助限度額

補助率

補助対象経費

募集時期

補助事業の実施期間

２．各補助金制度の概要（その１） 4

①原子力・エネルギー分野 （廃止措置関連含む）
②地域産業活性化分野 （農林水産物、鉱工業品等の地域資源活用関連）
③環境分野 （温暖化ガスの削減、廃棄物の低減・リサイクル推進、環境保全関連）
④植物工場・施設園芸分野（新品種の開発、センシング機器や収穫ロボット等に係る技術）
⑤防災分野（熱中症対策、自然災害の予兆を監視する技術や避難所で役立つグッズの開発）

１件あたり１００万円

２分の１以内（嶺南企業は３分の２以内）

①県内に事業所を有する企業
②上記①を含むグループ

上記５分野の新技術・新製品開発に向けた
シーズ・ニーズ等調査、簡易な試作実験等

消耗品費、外注費、調査費、旅費、謝金 等

随時募集

交付決定日から１年以内



新産業創出シーズ発掘事業補助金による成果事例

〇原子力・エネルギー分野

〇地域産業活性化分野 〇環境分野
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〇植物工場・施設園芸分野



（２）嶺南地域新産業創出モデル事業補助金

対象分野

対象事業

対象者

補助限度額

補助率

補助対象経費

募集時期

補助事業の実施期間

２．各補助金制度の概要（その２）
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①原子力・エネルギー分野 （廃止措置関連含む）
②地域産業活性化分野 （農林水産物、鉱工業品等の地域資源活用関連）
③環境分野 （温暖化ガスの削減、廃棄物の低減・リサイクル推進、環境保全関連）
④植物工場・施設園芸分野（新品種の開発、センシング機器や収穫ロボット等に係る技術）
⑤防災分野（熱中症対策、自然災害の予兆を監視する技術や避難所で役立つグッズの開発）

上記５分野の新技術・新製品開発に向けた
調査、基礎的な実験（基礎研究枠）
試作品等の開発、販路開発(実用化研究枠)

①嶺南地域に事業所を有する企業
②上記①を含むグループ

【基礎研究枠】 １件あたり２００万円
【実用化研究枠】 １件あたり６００万円

３分の２以内

毎年４月上旬頃（予定）

消耗品費、原材料費、機械装置費、外注加工費、特許取得費、共同研究費、調査費（基礎研
究枠のみ）、販路開拓費（実用化研究枠のみ） 等

【基礎研究枠】 交付決定日から当該年度の２月末まで
【実用化研究枠】 同一テーマで最長３年まで補助（ただし審査は毎年度実施）



嶺南地域新産業創出モデル事業補助金による成果事例

〇原子力・エネルギー分野 〇植物工場・施設園芸分野

〇環境分野
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〇地域産業活性化分野



（３）エネルギー研究成果等販路開拓支援事業補助金

対象分野

対象事業

対象者

補助限度額

補助率

補助対象経費

募集時期

補助事業の実施期間

２．各補助金制度の概要（その３） 8

①原子力・エネルギー分野 （廃止措置関連含む）
②地域産業活性化分野 （農林水産物、鉱工業品等の地域資源活用関連）
③環境分野 （温暖化ガスの削減、廃棄物の低減・リサイクル推進、環境保全関連）
④植物工場・施設園芸分野（新品種の開発、センシング機器や収穫ロボット等に係る技術）
⑤防災分野（熱中症対策、自然災害の予兆を監視する技術や避難所で役立つグッズの開発）

展示会出展などの販路開拓
新商品の広報宣伝活動

①「新産業創出シーズ発掘事業」により製品等を開発した企業
②「嶺南地域新産業創出モデル事業」により製品等を開発した企業
③電力事業者や若狭湾エネルギー研究センターとの共同研究にて製品等を開発した企業

④県（原子力安全対策課）が開催した「廃炉業務評価委員会」（Ｈ２９～３０）において、廃炉業務で活
用可能と評価された製品等を開発した企業

１件あたり２００万円

２分の１以内（嶺北・嶺南企業共通）

毎年４月上旬頃（予定）

旅費、専門家謝金、会場整備費、サンプル製作費、広告宣伝費、ホームページ制作費 等

同一テーマで最長２年まで補助（ただし審査は毎年度実施）



9詳細は、若狭湾エネルギー研究センターのホームページをご覧ください。

http://www.werc.or.jp/

＜補助金制度 お問い合せ先＞

公益財団法人 若狭湾エネルギー研究センター 産業育成部
ＴＥＬ：０７７０－２４－７２７６
ＦＡＸ：０７７０－２４－７２７５
Ｍａｉｌ：sangyo@werc.or.jp


